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２０２５年農林業センサス結果の概要（概算値）令和７年２月１日現在 

 

農林業センサスとは、我が国の農林業の生産構造、就業構造を明らかにするとともに、農山

村の実態を総合的に把握するために、５年ごとに農林業を営んでいるすべての農家、林家や法

人を対象に調査を実施し公表しています。 

農業構造の変化が進展しており、この結果は皆様方のご商売の経営指針ともなるものであり

参考にしていただければと思います。 

 

1， 農林業経営体 

全国の農林業経営体数は８３万９千経営体で 5 年前に比べ２５万３千経営体（23.2％）減少

しました。このうち、農業経営体は８２万８千経営体、林業経営体は２万３千経営体となり、５年

前に比べそれぞれ２４万７千経営体（23.0％）、１万１千経営体（32.9％）減少しました。 

 

2， 農業経営体数 

農業経営体のうち、個人経営体は７８万９千経営体となり、５年前に比べ２４万８千経営体

（23.9％）減少しました。一方、団体経営体は３万９千経営体となり、１千経営体（2.9％）増加し

ました。団体経営体のうち法人経営体は３万３千経営体で、５年前に比べ２千経営体（7.9％）

増加しました。この結果、団体経営体に占める法人経営体の割合は 84.0％となり、4.0 ポイント

上昇しました。また、法人経営体の内訳をみると、会社法人は２万３千経営体で、５年前に比べ

３千経営体（14.4％）増加しました。 

 

3， 経営耕地面積 

経営耕地のある農業経営体の 1 経営体当たりの経営耕地面積は 3.7ha（北海道 34.5ha、都

府県 2.6ha）で、５年前に比べ 19.4％（北海道 14.2％、都府県 18.2％）増加しました。 

 

4， 経営耕地面積規模別の農業経営体数  

経営耕地面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ北海道では 100ha

以上層で、都府県では 10ha 以上層で農業経営体数が増加しました。 
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5， 経営耕地面積規模別の経営耕地面積  

農業経営体の経営耕地面積を規模別にみると、20ha 以上の農業経営体の経営耕地面積が

全体の 51.0％を占め、5 年前に比べて 6.7 ポイント上昇しました。 

 

6， 水稲作付面積規模別の農業経営体数  

販売目的で水稲を作付けした農業経営体数は５３万３千経営体で、５年前に比べ１８万１千

経営体（25.3％）減少しました。水稲作付面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年

前に比べ 15ha 未満の層で減少しているものの、15ha 以上層では増加しました。 

 

7， 農産物販売金額規模別の農業経営体数  

農産物販売金額規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ 100万円～500万

円で 19.9％減少、500 万円～1,000 万円で 15.1％減少、1,000 万円～3,000 万円で 6.2％減少、

3,000 万円～5,000 万円では 2.8％増加、5,000 万円～１億円で 11.2％増加、１億円～５億円で

は 13.1％増加、５億円以上では 18.0％増加しています。 

 

8， 農産物販売金額１位の部門別経営体数  

農産物販売金額 1 位の部門別の農業経営体数の構成割合をみると、稲作が 54.4％となり、

５年前に比べ 1.1ポイント低下しました。一方、果樹類、施設野菜がそれぞれ５年前に比べ１．１

ポイント、0.5 ポイント上昇しました。畜産は 0.5 ポイント減少しました。 

 

9， 主副業別農業経営体数（個人経営体）  

農業経営体のうち個人経営体を主副業別にみると、主業経営体は１８万９千経営体で５年

前に比べ４万２千経営体（18.3％）の減少、準主業経営体は８万６千経営体で５万６千経営体

（39.5％）の減少、副業的経営体は５１万４千経営体で１５万経営体（22.6％）の減少となってい

ます。一方、主業経営体が占める割合は 23.9％となり、５年前に比べ 1.6 ポイント増加していま

す。 

 

10，基幹的農業従事者数 

農業経営体のうち個人経営体の基幹的農業従事者（自営農業を主な仕事としている世帯員）

は１０２万１千人で５年前に比べ３４万２千人（25.1％）減少しました。３９歳未満はあまり変わり

ませんが４０代は 1.6 ポイント増加、５０代では 0.4 ポイント増加 60 歳～64 歳は 2.1 ポイント減

少、６５歳以上が 69.5％を占め、６５歳～６９歳で 4.1 ポイント減少、７０歳～７９歳では 5.3 ポイ

ント増加しています。令和７年平均年齢は 67.6 歳となっています。 

 

＜まとめ＞ 

  農業経営体の減少が続く中、法人経営体は５年前に比べ 7.9％の増加し、1 経営体当たり

の経営耕地面積は 3.7ha となり、0.6ha 増加しました。また、経営耕地面積 20ha 以上の農業経

営体の面積シエアが初めて５割を超えるなど、規模拡大が進んでいます。 

 

取締役営業部長 佐藤 伸一 


